ほぼ週刊コラム　「Partnership論」　その１０７
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
今週は、第二回勉強会の準備（２）

CorporateとPartnershipの相違点一覧表から、債務不履行時の返済責任
2014.08.22　rev.1　齋藤旬

　今週は項目２liability
 in default（債務不履行時の返済責任）の説明からスタートする。
　今週の重要ポイントは、有限返済責任（limited liability）
を実現する方法が、corporateと新たなpartnershipとでは違うということを理解することだ。
即ち、19世紀末に発生主義会計を強行法規定とすることによってlimited liabilityを具備させたcorporate
と、20世紀末に新たにlimited liabilityを備えるよう生まれ変わったpartnership--- つまり代表的には米国LLC（Limited Liability Company） --- とでは、limited liabilityの実現方法が違うということを理解することだ。
　もう少し噛み砕いて言うと、corporateでは発生主義会計を取り入れ「会計自由」 --- これについてはコラム２７『会計自由って何？』を参照されたい ---を犠牲にすることによってlimited liabilityを実現しているのに対し、新たなpartnershipでは、「会計自由」を犠牲にすることなしに
、limited liabilityを実現している。これが今週の最重要ポイントだ。

　何故、これを強調するかというと…。
　日本版LLC日本版LLPはマガイモノ。肝心の会計自由を備えていない。「一般に公正妥当と認められる企業会計」を使うようにどちらも定められている。これが強調の理由。
　お分かりだろう。「一般に公正妥当と認められる企業会計」とは発生主義会計のこと。cashまたはcashable property（換金性の高い財産）しか上手く扱えない発生主義会計のことだ。
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　しかもこの「一般に公正妥当と認められる企業会計」強制は、日本版LLC日本版LLPに限ったことではない。民法上の組合についても商法上の組合についても匿名組合についても、英語に直せばpartnershipと英訳される「組合」について日本では全て、「一般に公正妥当と認められる企業会計」を使うように定められている。
　「一般に公正妥当と認められる企業会計」の元々の英語は、GAAP（generally accepted accounting principle）。このGAAPは、corporateの会計つまり発生主義会計に関してウンヌンカンヌンするときに使う言葉であって、partnershipの会計に関しては元来使わない言葉だ。何故ならpartnershipとは、項目8「collectively in kind」な財産を扱うことが眼目であって、generally acceptedな財産を扱うことが眼目なのではないからだ。

従って、「一般に公正妥当と認められる企業会計」を使うように定められた、日本で「組合」と呼ぶものは、西洋人の感覚からすると、決してpartnershipとは呼べない代物だ。partnershipの目玉である、項目８のcollectively in kind（集団内部で価値を認める）な財産、典型的には知的財産などの無形財産を扱う会計自由を、「組合」は充分に享受出来ない。
　この事もあって、私はpartnershipの和訳として「組合」を決して使わない。漢字で表現したいときは、中国語の「合伙」ないし台湾語の「合夥」を使うようにしている。

この合伙という言葉の起源はとても古い。シルク・ロードを使って欧州中国間の東西交易が始まったのは、「山川の世界史教科書」によると前六世紀だ。そこで使われた事業体形態は、先々週示した『世界貿易百科』の記事からも分かる様に勿論partnershipだ。このpartnershipという事業体形態を、中国人は古くから「合伙」「合夥」と言い表した。
「西洋一夜漬け」の日本人が、partnershipを「組合」と和訳しGAAPを適用するのを、中国の人達は少し冷ややかな目、あるいは憐れむような目で見ているかもしれない。
　日本で「組合」と呼んでいるものあるいは日本版LLPと呼んでいるものは、西洋人だけでなく中国人が見ても、決してpartnershipとは呼べない代物。2005年に日本版LLC日本版LLPというマガイモノを作ってしまったのも、「西洋一夜漬け」の不勉強の為せる業。ここまで世界に遅れをとった日本が挽回するには、ひたすら猛勉強するしかない。
　さて、「会計自由」を損なうことなくどうやってlimited liabilityを実現しているのか。相違点一覧表の項目２「債務不履行時の返済責任」のpartnershipの欄では、「at-risk amount(*)　
による有限責任な返済が可能。(*)；1) partnershipへの出資現金, 2) partnershipへの出資財のadjusted basis
, 3)partner達が個人的にpledgeした金額」と説明した。

　at-riskは、「債務不履行時、返済責任を履行するための」という意味。amountは金額を意味する。合わせると「債務不履行時、返済責任を履行するために準備している金額」という意味になる。
　もう一つ、用語at-risk assetも紹介する。こちらは「債務不履行時、返済責任を履行するために準備している資産」という意味だ。これはまた、recourse assetとも呼ぶ。recourseは「債務不履行時、返済責任が遡及する」を意味する。従って、recourse assetは「債務不履行時、返済責任が遡及する資産」を意味する。at-risk assetと同じ意味と考えて良い。
　at-risk amountもat-risk assetもrecourse assetも、俗語的にはひと言で「pledge」と呼ぶ。「借金のカタ」という様な意味だ。なお、pledgeは動詞にもなり、この場合は「借金のカタを宣言する」という意味になる。

　「会計自由」を損なうことなくどうやってlimited liabilityを実現しているのか。ここまでで説明した用語を使って簡単に言うと、partnershipのlimited liabilityは、partner達がこのat-risk asset (amount)を宣言（pledge）することによって実現している。
　ここで賢明な読者は気付くかもしれない。「何だ、完全な会計自由じゃないんだ」と。そう、その通り。limited liabilityを獲得するためにはpledgeする義務が生じ、その分完全な会計自由ではない。しかし、発生主義会計が、記載された全資産を、いわばat-risk assetとするために、記載する価額を全て一般市場での価額を元にしなければならないのに比べれば、充分に「会計自由」と言えるだろう。項目8にあるcollectively in kind（集団内部で価値を認める）な財産、典型的には、知的財産などの無形財産を扱う会計自由を備えていると言えるだろう。
　なお、この様にpartnershipにcontributeされたassetを、at-risk assetとそうでないassetに「区分け」することを、Hansmann Kraakmanは「asset partitioning」と呼んでいる。この用語を使えば、「partnershipは、asset partitioningによって会計自由とlimited liabilityの共存を図っている」と言える。

　こうして、20世紀末、control権、limited liability、会計自由の、三点セットを全partnerに与えることが出来る、新たなpartnership、夢の事業体形態、Limited Liability Companyが発明された。
　所有する全資産をat-risk assetとするのでなく、at-risk asset (amount)を宣言（pledge）することによって、2頁目の脚注3の末尾にも書いた「三点セット」、即ち、control権とlimited liabilityと会計自由の「三点セット」を実現したのだ。
今週は以上。来週も乞うご期待。
� �HYPERLINK "C:\\Flash_M\\LLCweb@RCAST\\public_html\\Column hobo-shuukan\\2014\\20140822 W107 liability in default\\20120706 W27 liability\\20120706 W27 liability .rtf" \t "_blank"��コラム３�で述べた様に、liabilityの和訳としては、もし使うなら「返済責任」を私は使う。普段は、専ら英語をそのまま使う。従って、limited liabilityについて和訳「有限責任」は使わないし、LLC（Limited Liability Company）についても和訳である「有限責任会社」は使わない。そのまま、limited liability、LLCと言う様に呼ぶことにする。


�　有限返済責任（limited liability）とは、債務不履行時の返済責任（liability in default）を債務全体でなく予め設けた有限財産に留めること。即ちこの有限財産以上の返済責任（liability）については出資者達（membersまたはpartners）、即ち、企業所有者達（ownersまたはshare holders）は免責（indemnify）とされる。


�　良く知られたcorporate share holderのlimited liability（日本風に言えば、株主有限責任）を説明する。債務不履行時に該share holder（持分所有者あるいは株主）達は、該corporateが所有する資産を、債権者に移譲することによって返済責任を免責される。この事を以て、limited liability of corporate share holderという。例えもし、� HYPERLINK "contingent%20liability" \t "_blank" ��contingent liability�（偶発負債返済責任）が大きく生じて債務不履行になったとしても、つまり、資産を全て債権者に移譲しても債務全体を返済できなかったとしても、債務全体が帳消しとなる。


対になる用語は無限返済責任（unlimited liability）であり、この場合、債務不履行時の返済責任（liability in default）は債務全体とされる。出資者達は債務全体を返済しなければならない。


　従来、partnershipはpartnerがlimited liabilityとなっているかどうかで二種類に分類されていた。partnersが全員unlimited liabilityを負うpartnershipをgeneral partnership（GP）と呼ぶ。また、少なくも一人のpartnerがunlimited liabilityを負い、他のpartnersがlimited liabilityを負うpartnershipをlimited partnership (LP)と呼ぶ。紛らわしいのだが、GPはまた、unlimited liabilityを負う代わりに企業control権を持つpartnerを意味し、LPはまた、limited liabilityを負い、当然に企業control権を持たないpartnerを意味する。GP、LPは、partnershipを意味するのかpartnerを意味するのか注意が必要だ。


　用語の不備は別にしてここで重要なのは、partnershipとは、少なくとも一人のpartnerがunlimited liabilityを負い企業control権を持つものだったこと。� HYPERLINK "shiryou/20130607%20W23%20Hansmann%20Kraakman%20Chapter%201%20Paper%20wayaku%20rev3.doc" \t "_blank" ��Hansmann Kraakman�が言う様に「出資投資家は、無限責任を伴う企業control権か、企業control権無しの有限責任かのどちらかのみを享受出来た。control権つき有限責任はあり得なかった」。


そう、19世紀末に発生主義会計が強行法規定となるcorporateが発明されるまでは、「control権つき有限責任」はあり得なかった。


　発生主義会計がその本質であるcorporateは「control権付き有限責任」をshare holderにもたらす大発明だった。しかし、このcorporateも究極進化事業体形態というわけではなかった。即ち、発生主義会計はcashまたはcashable property（換金性の高い財産）しか上手く扱えないのであり、この事が、� HYPERLINK "20121221%20W51%20deliberative%20democracy%20and%20communicative%20rationality/20121221%20W51%20deliberative%20democracy%20and%20communicative%20rationality.doc" ��会計自由（freedom of accounting）�を蝕んでいった。即ち、collectively in kind（集団内部で価値を認める）な財産、典型的には、知的財産などの無形財産を扱う会計自由を蝕んでいった。


そして20世紀末、control権、limited liability、会計自由の三点セットを全partnerに与えることが出来る夢の事業体形態;Limited Liability Companyが発明されるに至るのだ。


� corporateとpartnershipのaccounting methodを定めたIRC条文を� HYPERLINK "http://www.amazon.co.jp/Corporate-Partnership-Taxation-Letter-Outlines/dp/0314277560/ref=sr_1_5?s=english-books&ie=UTF8&qid=1408600033&sr=1-5&keywords=Corporate%E3%80%80and+partnership+taxation" \t "_blank" ��教科書�で確認する。111pageと459page。C corporations generally must use the accrual method of accounting.§448(a)とA partnership generally is free to select its own accounting method, which may be different from that of its partners.§703(b)。後者が会計自由を表す。


� � HYPERLINK "20140404%20W88%20menace%20of%20china/20140404%20W88%20menace%20of%20china%20rev5.doc" \t "_blank" ��コラム８８『米国が指南役となって猛特訓した中国は、今やOIやPartnership経済の「達人」だ』�に、合夥（合伙）については説明したので、お読み頂きたい。


� � HYPERLINK "http://www.amazon.co.jp/Corporate-Partnership-Taxation-Letter-Outlines/dp/0314277560/ref=sr_1_5?s=english-books&ie=UTF8&qid=1408600033&sr=1-5&keywords=Corporate%E3%80%80and+partnership+taxation" \t "_blank" ��教科書�の456頁にat-risk amountの説明がある。これは、limited liability実現の為ではなく、融資された金額をlossした場合、そのlossした融資額を税務上の損金算入出来る上限を確定させるためのat-risk amountの説明だ。参考になるだろう。


� adjusted basisとは、例えば、partner Aが自身が所有するピカソの絵をpartnership ABにcontributeしているとする。ピカソの絵の愛好家のcreditor Cからpartnership ABが1M$の融資を受けたとする。このピカソの絵は、適正市場価額（FMV）は0.5M$だが、creditor Cさんにとっては1M＄の値打ちがあるという。この様な特定の者に対する特定の資産が持つ価額のことをadjusted basisという。
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